
インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差

―調査個票から見た分析―

本　台　　　進

１．はじめに

インドネシアは 1997 年に通貨危機に遭遇し、GDP 成長率はマイナス 13.2％、それに伴

う著しい生産活動の縮小、銀行貸し出しの減少、賃金率の低下、失業率の上昇、産業セク

ター間の大量の労働移動を経験した。この通貨危機の経験を基に、インドネシア政府は特

に労働者の保護を重視し、賃金率、退職手当、解雇などの規制をより厳しくした労働法を

2003 年に制定した。しかしその後、海外直接投資の大量流入、新卒労働力学歴構成の大

幅な変化、約 6,000 万人の人口増などにより、労働市場の状況が大きく変化した。

2004 年 12 月に大統領に選出されたユドヨノは、成長促進のために投資を拡大させる

ことが不可欠であるとの認識に立ち、投資環境の改善を通じて投資意欲向上を図る方

針を打ち出した。それらにより、国内投資に加えて、海外からの投資も拡大した。投資

が持ち直した背景は、ユドヨノ政権における政治および社会情勢の安定化と経済政策展

開への期待、為替相場の安定化などであった。それ以外の要因は、一人当たり GDP が

2003 年には 1,000 米ドルを超えるようになっていたこと、⑴ さらに低金利の消費者ロー

ンが利用しやすくなったことで、二輪車、自動車、家電製品などの耐久消費財の販売が

拡大したことであった。個人消費が顕著に推移する中で新車販売が急増し、2010 年代

にはタイを抜いて東南アジア最大市場に躍り出て、市場規模が 100 万台を超えるように

なって、日系を中心に完成車メーカーや部品企業の投資増が相次いだ。その結果、2008

⑴　一人当たり GDP は 1994 年から 97 年の 4 年間 1,000 米ドルを超えたが、その後、アジア通貨危機
によりこれを下回ることとなった。恒常的に 1,000 米ドルを超えるようになったのは 2003 年からで
あった（The International Centre for the Study of East Asian Development, 2006, 83-84）。
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年以降、投資の対 GDP 比率は 30% を超え、アセアン主要 4 ヵ国では一番高い数値となっ

た。すなわち政治・社会情勢の安定、為替相場の安定、個人消費の拡大、投資の拡大、

ココナツオイルやゴムなどの国際商品の高騰などにより、2005 年以降 5-6% の GDP 成

長率を維持した。こうした経済状況のもとで労働力需要が拡大していった。

これに対応して、総人口は 2000 年代に年率 1.5%、その後の 2010 年代に 1.3% で増加

し、2000 年以降 2020 年までに 2 億 500 万人から 2 億 7,020 万人へと約 6,500 万人増加し

た。さらに労働力率も 2002 年の 60.0% から 2018 年の 66.1% へ 6.1 ポイント上昇したため、

労働力供給量も大幅に増加した。しかし、この間に高等教育への就学率が急速に上昇し、

特に新卒労働力の学歴構成に大きな変化があった。19-24 歳層における大学就学者数は、

通貨危機直後の 1999 年には 267 万人であったが、2019 年には 737 万人と 20 年間に約 2.8

倍に増加した。19-24 歳層の大学就学率を見ると、1999 年の 12.2% から 2019 年の 25.2%

まで 13 ポイントも上昇した（本台 2020）。これにより、新卒労働力の学歴構成において

通貨危機直後には約 9 人に一人が大学卒であったが、2019 年には約 4 人に一人が大学卒

となってきた。

こうした労働力需給の変化と同時に、もう一つの重要な現象は、インドネシア統計庁が

公表する所得格差を示すジニ係数が、1993 年 0.34、2005 年 0.37、2014 年に最大の 0.41 と

拡大したが、その後低下に転じ、2019 年には 0.38 になった（BPS_b 2021）。この様な所

得格差の縮小傾向は、統計庁が 1993 年にジニ係数を公表しだして以降、初めての現象で

あった。

この様な背景をもとに、本稿の設問は、通貨危機に遭遇した後の労働市場から、2018

年における労働市場へ、労働市場の構造にどのように変化が起こったかを考察すること

である。本稿では、マクロデータを用いた分析でなく、よりミクロ的視点で 2002 年から

2018 年の労働市場構造の変化を、データを用いた定量的な方法で分析し、この間の構造

変化が労働者間の賃金格差に及ぼした影響を、雇用形態別、学歴別、年齢層別などに労働

力をグループ分けして分析する。

これまでのインドネシアに関する経済分析で、労働市場の構造に関して二つの仮説が

ある。その一つは、国全体が一つの労働市場と見る方法で、労働の需給によって賃金率

が決まる競争的市場が仮定されていた（Manning 2000 ; Manning and Purnagunawan 
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2011）。その結果これまで基本的にこの仮定に基づき、種々の政策評価が行われてきた

（Suryahadi et al. 2003 ; Temenggung et al. 2021）。これに対して、新谷（2004）は自ら

の調査データで、農村と都市の労働市場とは異なるという二重構造的労働市場の分析フ

レームで、農村における過剰就業者数を推計した。しかしこれらのフレームでは分析困

難な事象が多く確認されている。それらは：①経済の平常期でも起こっている産業間お

よび雇用形態間の労働移動や、労働時間短縮および賃金変動（Fallon & Lucas 2002）、

②通貨危機時におけるジャワ島とジャワ島以外の諸島との間の人口移動や労働力率の上

昇（Hugo 2000）、③雇用形態別（正規雇用、非正規雇用）、職種別（管理職、技術職、

事務職）、学歴別（中学校卒、高校卒、大学卒）などそれぞれの分類により賃金率が大幅

に異なる（本台 2020）ことなどである。これらは、従来の単純な分析フレームで説明す

ることが困難であった。

さらに直近 20 年間に起こっている海外直接投資の増大、大学卒労働力の著しい増加、

人口増などの労働市場構造へ及ぼす影響の分析が行われていない。そこで、本稿では労働

市場について従来の巨視的視点ではなく、ミクロ的視点から雇用形態別、学歴別、年齢層

別などに区分される多重的な労働市場があり、個々の市場内で労働時間や賃金率の変動が

あり、さらにその多重的市場相互間で労働移動が起こっていると想定する方が適切である

と考え、この様な労働市場構造を分析フレームとして、構造の変化、それの所得格差への

影響の分析を行うものである。

本稿の構成は第 1 節に引き続き、第 2 節において、先ず全就業者数の推移と男女別労働

力率の変化を分析する。次に地域別、性別、雇用形態別、年齢別などミクロ的視点により

区分される多重的な労働市場の分析を可能にする労働力調査の内容について記述する。第

3 節においては、それらのミクロ的視点により 2002 年から 2018 年までに起こった市場構

造の変化を正規雇用や非正規雇用などの雇用形態別に分析する。第 4 節においては、都市

における男子正規雇用と農村における男子農業非正規雇用の 1 ヵ月当たり賃金を年齢層別

に比較し、2002 年から 2018 年までに起こった賃金格差の変化を分析し、今後の所得格差

の影響を考察し、最後の第 5 節を結びにあてる。

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
―調査個票から見た分析―

35



２．就業者数の推移と労働力率

先ず、インドネシアの就業者数の変化を見てみよう。就業者数は 1980 年の 5,155 万

人から 1990 年の 7,528 万人、2000 年の 8,982 万人、2010 年の 1 億 821 万人、2020 年

の 1 億 2,845 万人へと、年率約 1% で増加してきた。この増加は、人口増加と労働力率

の上昇の両方に起因する。

人口は前項で示した成長率で増加し、2020 年には 2 億 7,020 万人となり、2000 年以降

でも約 6,500 万人増加した（BPS_b 2021, 11）。他方、労働力率は計算可能な 2002 年以降

の状況を見ると（図 1）、⑵ 男性では 54 歳以下の年齢層においてはほとんど変化がないが、

55 歳以上において上昇、特に 65 歳以上層においては約 16 ポイント上昇し、男性全体で

⑵　労働力率は 15 歳以上人口のうち労働力人口（就業者＋完全失業者）の占める割合で示される（労
働力人口÷15 歳以上人口×100）。

図１．2002 年から 2018 年の労働力率（％）の変化

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算
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は 77.3% から 79.8% へ 2.5 ポイント増加した。女性については 15-19 歳層を除き全ての年

齢層で上昇し、女性全体では 2002 年の 44.2% から 2018 年の 52.9% へ、8.7 ポイント増

加した。その結果、労働力率は全体で 2002 年の 60.0% から 2018 年の 66.1% へ 6.1 ポイ

ント上昇した。

就業者を農業部門と非農農業に分けて増加を見ると、農業部門は 1980 年に 2,883 万人、

1992 年にはこれまでの最大の 4,215 万人に達し、その後、非農業部門の急速な拡大に伴い

やや減少するが、1997 年のアジア通貨危機後の経済の停滞により非農業部門の雇用が減

少すると一部が帰農したため、再び 4,000 万人をわずかに超えた。経済が通貨危機直前の

水準までに回復したのは 2004 年頃で、その頃から非農業部門が再び急速に成長し雇用が

拡大すると、農業部門の自然増加分の労働力を吸収していった。そのため農業就業者数は

2010 年まで約 4,000 万人の水準で推移した。その後、さらに非農業部門が拡大し、農業部

門から自然増加分以上の労働力を吸収したため、2011 年から農業就業者が急速に減少し、

2020 年には 3,822 万人となった。他方、非農業部門はその拡大にともないその就業者数は

順調に増加し、2010 年には 6,671 万人、2015 年には 7,707 万人、2020 年には 9,023 万人と

なった。

ここまでに見た就業者数の変化について、特に重要な点を要約すると次の 2 点となる。

その一つは農業就業者数が 2009 年から減少し始めたことである。その中でも、特に雇用

形態のうち無給家族労働者の減少が著しくなっている。この様な減少が持続すると農業部

門において次第に労働不足が起こり、急速にその賃金率が上昇することが分かっている

（Minami et al. 2014, 20-23）。もう一つの点は、正規雇用と非正規雇用の合計である全雇用

者の学歴が急速に上昇し、高校卒以上のシェアが 2014 年に 50% を超えたことである（本

台 2021）。これは教育投資の拡充により中学校から高校への進学増となり、中学校卒の労

働力供給が減少してきたことを意味する。その結果、中学校卒の賃金率が相対的に上昇す

るようになった。逆に、高校卒の労働力供給が増加し、彼らの賃金率上昇を抑えるように

なる。すなわち各段階の学校において、その上の学校への進学が増加し、それぞれの学校

を卒業する労働力供給に変化が起こっている。その結果、学歴毎の賃金率が変化し、学歴

間の賃金率格差に変化が起こってきた。今後さらに教育投資が拡充すると、各段階の学校

からその上の学校への進学が増加し、最終的に大学卒の供給は増加するが、それ以下の学
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⑶　ここ 10 年間においては、Sakernas は毎年 2 月と 8 月に調査され、これから集約して 2 つの集計表、
BPS Laborer Situation in Indonesia および BPS Labor Force Situation in Indonesia が刊行されている。

⑷　インドネシアの教育機関には教育省（The Ministry of National Education）管轄のものと宗教省
（The Ministry of Religious Affairs）管轄のものがある。労働力調査の区分は教育省の教育体系を
基準にしているため、ここではそれを説明する。

歴における労働力供給は減少してくる。この様な過程を経て、学歴別の賃金率が変化して

くると、それが最終的には所得格差に影響を及ぼすようになってくる。第 4 節ではそのよ

うな賃金率の変動を観察し、所得格差に及ぼす含意を分析する。

ここで本稿において主に使用するインドネシア労働市場の構造と賃金格差を分析できる

ミクロデータについて述べてみよう。インドネシア中央統計庁（Badan Pusat Statistik、

以後“BPS”と略す）は労働力調査（Survei Angkatan Kerja Nasional、以後“Sakernas”と

略す）⑶ を 1990 年より毎年実施している。調査項目は調査年により変更されてきたが、

各標本の性別、年齢、居住地（都市農村別）、学歴、就業状況（就業、通学、家事従事、

その他の活動の区分）、雇用形態、職種、労働日数、労働時間、賃金または所得、通勤状

況などが含まれる。

Sakernas では標本の居住地により、行政区画が都市の場合は都市労働力、農村の場合に

は農村労働力と区別されている。学歴の分類は、2007 年までは、①小学校卒、②中学校卒、

③高校卒、④ 1 年および 2 年（以後、“1-2 年”と表現する）制専門学校卒、⑤ 3 年制専

門学校卒、⑥総合大学卒（4 年制専門学校卒を含む）の 6 段階に、⑦小学校未就学者及び

小学校中退者（以後、“小学校中退者”と略す）を加え、7 段階に分類されていた。⑷ その

後 2008 年から 2015 年までは、大学卒よりさらに上の大学院修士修了と博士修了が一括り

にされ“修士 / 博士”として調査され、学歴が 7 段階から 8 段階へと変更となった。さら

に 2016 年には一括りにされていた修士 / 博士が“修士修了”と“博士修了”に分離して

調査され、9 段階で調査されるようになった。したがって、2007 年までの総合大学卒サン

プルの中には修士修了や博士修了が含まれていたが、元々修士や博士の修了者が非常に少

なかったため、彼等が含まれていてもその数は非常に僅かであると考えられる。

就業状況は、週あたり 1 時間以上所得が発生する仕事をしていれば就業中と定義される。

就業中でない場合は求職中、就学、家事従事、その他の活動に分類されている。
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2001 年以降の Sakernas は、雇用形態に関しては、全労働力を自営業者、家族経営業者、

企業経営者、正規雇用者、農業非正規雇用者、非農業非正規雇用者、無給家族労働者の 7

つに分類し、⑸ それぞれについて就業、休業、失業、家事従事、就学などの状況を調査し

てきた。さらに個々の労働力について年齢、性別、学歴、労働日数、労働時間、1 ヵ月当

たりの所得または賃金などを含む項目が詳細に調査されている。しかし、賃金または所得

に関しては、自営業者、正規雇用者、農業非正規雇用者、非農業非正規雇用者に対しては

調査されているが、家族経営業者と企業経営者については調査されていない。また当然で

はあるが、無給家族労働者ついても賃金 / 所得は調査されていない。

本稿ではここ以降で雇用形態別の分析に重点をおくため雇用形態の名称のうち、自営

業者と家族経営業者を区別せずに一括して“自営業”、企業経営者を“企業経営”、正規

雇用者を“正規雇用”または単に“正規”、非正規雇用者を“日雇い”、非正規農業雇用

者を“農業日雇い”、非正規非農業雇用を“非農業日雇い”、無給家族労働者を“無給家

族”と簡略化する。⑹ ここで雇用形態のうち正規雇用は 1ヵ月以上の契約で雇用されて

いる者であり、これに対して日雇いは主に 1 日契約または数週間の期間限定契約で雇わ

れて、農作業、季節的業務、臨時的業務、パートタイム業務などに従事する雇用形態で

ある。また無給家族とは自営業の家族で生産に従事するが、賃金の支払いを受けない雇

用形態である。⑺

職種に関しては、労働力調査とは別に定義されている職種表の番号を記入する方法で調

査されている。しかし、この職種表の分類が改定されているため分析期間を通して同じ定

義でのデータ集計するのは困難であるが、専門技術職、経営管理職、事務職、製造組立職

⑸　ここで、①自営業者は家族構成員と非正規雇用者のみを雇用して事業を営んでいる個人、②家族
経営業者は正規雇用者、非正規雇用者および家族構成員を雇用し、事業を営んでいる個人、③無給
家族労働者は自営業者または家族経営業者により雇用されている家族構成員を指す。

⑹　Sakernas では、正規雇用は①期間の定めのない雇用契約で企業などに雇用されている者、および
② 1 ヵ月以上の期間を定めた雇用契約で雇用されている者と定義されている。他方、日雇いは、①
雇用契約の期間が 1 ヵ月未満の雇用、②雇用期間が 1 年以上に及ぶ場合でも零細企業での雇用と定
義されている。また日雇いは農業部門で働く農業日雇いと非農業部門で働く非農業日雇いに区別さ
れ調査されている。

⑺　インドネシアの労働法では、期間限定の雇用契約は最長 3 年まで、3 年以上の雇用契約を無期契
約と定義されている。そのため Sakernas の中で非正規雇用と労働法の期間限定契約による雇用の定
義は異なる。
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の大分類では数カ年程度の時系列データを集計することは可能である。⑻ 賃金 / 所得に関

してはまだ現物支給による賃金支払いが頻繁に行われているため、現金支給と現物支給の

両方が調査されている。

利用可能な Sakernas 2002 と 2018 により、それぞれの雇用形態における就業者数の変化

を、都市農村別、男女別、雇用形態別に 2002 年と 2018 年を対比しながら詳細に見てみよ

う（表 1）。⑼ 就業者の標本は 2002 年の 106,897 から 2018 年の 299,202 と 2.80 倍に増加し

ていた。これに対して、各雇用形態は⑤列に示されているように増加した。この雇用形

⑻　これまで数回 BPS は職種分類に関する分類表を改訂してきた。そうした改訂は、BPS (2005) 
Klasifikasi Baku Lapangan Usaha Indonesia 2005、BPS (2009) Klasifikasi Baku Lapangan Usaha Indonesia 
2009、BPS (2021) Tabel Kesesuaian KBLI 2020-KBLI 2015 において公表されている。

⑼　ここでは Sakernas の 2002 年調査から 2018 年調査までの 16 年間の調査原本個票データを利用す
る。標本数は調査年により異なり、2002 年には約 86,000 人であったが、2012 年には 2002 年調査か
ら 2018 年調査までで最大の 90 万人にまで増加した。

表１．雇用形態別標本数の変化：2002 年－ 2018 年

注　：農村男子に含まれる“農業日雇い”と“非農業日雇い”は農村男子日雇いの内訳である。
出所：BPS_a (2002, 2018) より計算
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態別の増加をより明確にするため、それぞれの増加を標本数合計の増加（2.80 倍）で基準化

した数値（基準化値）が⑥列に示されたように増加した。ここで就業者数が大きく、さら

に増加の大きかった雇用形態をあげると、第 1 は農村における女子の正規雇用（2.31 倍）、

第 2 は農村における男子の正規雇用と非農業日雇いであった。逆に、増加が全体より大幅

に下回った雇用形態をあげると、第 1 は農村男子の自営業（0.74 倍）、第 2 は農村男子

で無給家族（0.79 倍）、第 3 は農村女子の無給家族（0.80 倍）であった。これより雇用

形態別就業者シェアがこの期間に農村で大きく変化してきたことが分かる。なお、都

市における女子で企業経営の数値は 2.22 倍で基準化値の中で二番目に高いが、元々の

標本数が非常に小さいため、ここでは詳細な分析から除外する。

増加率の大きさと就業者数の大きさを考慮して、次節において、農村における男女正規

雇用、男女自営業、男女無給家族、さらに農村における非農業日雇いの変化を年齢層別に

詳しく分析してみよう。

３．雇用形態別就業者シェアの変化

農村における雇用形態の変化を見るため 20 歳から 60 歳までの全就業者のうち、男女別

正規雇用の割合を 2002 年と 2018 年について年齢別に変化を見てみよう（図 2）。ここで

年齢を 20 歳から 60 歳までに限定する理由は次の通りである。インドネシアにおいて通

常では大学修了年齢が 21 歳から 22 歳であり、20 歳未満の標本には大学卒が含まれない。

そのため 20 歳未満の標本の学歴は高校卒以下のみとなり、正規雇用の形態で就業してい

る者の割合が非常に小さい。その結果、20 歳以上の標本における正規雇用就業者シェア

と大きな差異が出るためである。また Sakernas では、年齢 60 歳を超えると就業者数が非

常に少ない。この一要因は、インドネシアの労働法制で決められている 2017 年における

定年が 57 歳であることによる（弁護士法人 One Asia 2019）。この様な影響のため次節で

観察するように、57 歳を過ぎると正規雇用の賃金が急激に低下し、正規雇用としての就

業者シェアが低下する。そのため年齢 61 歳以上の標本を除き、年齢 60 歳までの標本を分

析対象とした。さらに年齢別に分析する理由は、どの年齢層で変化が起きたかを見るため

である。

先ず、基準化値で見て最も増加の大きかった農村女子の正規雇用について見てみよう。

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
―調査個票から見た分析―
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ここでは農村女子の変化と対比するために農村男子の正規雇用についても同時に考察し

てみよう。年齢を横軸にとり、縦軸に年齢別の就業者シェア（％）をとり、農村におけ

る男女の正規雇用就業シェアを 20 歳から 60 歳までについてグラフにしたのが図 2 であ

る。グラフにおいて、女子については全年齢において就業シェアは上昇したが、34 歳ま

でのシェア上昇が顕著で、特に 20 歳代では約 30 ポイントも上昇した。高年齢なると増

加は小さくなるが、50 歳代でも約 5 ポイント上昇した。男子についても全年齢において

上昇したが、女子と同様に 34 歳まで上昇が顕著であった。しかし、上昇の大きさは女子

に比べて小さく、20 歳代で約 20 ポイントであった。逆に 50 歳代では女子より上昇が大

きく約 10 ポイント上昇した。この様に 2018 年において、20-24 歳年齢層ににおける女

子正規雇用就業者シェアは男子とほぼ同じとなり、農村における女子の正規雇用への就

業が著しく進展したことが分かる。

第二に、農村において男女別の自営業に就業している労働力の割合を 2002 年と 2018 年

図２．農村における正規雇用の就業シェア（％）の変化：2002 － 2018 年

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算

42



について年齢別に変化を見ると図 3 となる。インドネシア農村における自営業とは主に家

族経営の農業、小および零細規模の製造業、小および零細小売業などの商業に従事するこ

とである。女子についてみると 25 歳までは約 10 ポイント低下、26 歳から 32 歳までは約

5 ポイント低下、それ以降 44 歳までは 2-4 ポイント低下したが、それ以上の年齢ではや

や上昇した結果、2002 年と 2018 年の全体として就業者シェアはほぼ同じであった。

他方、男子を見ると 20-22 歳では約 10 ポイントの低下であるが、23-32 歳では約 20

ポイントの低下、その後 50 歳までは約 15 ポイントの低下、50 歳を超えると徐々に低

下幅は減少し、60 歳では約 10 ポイントの低下となっていた。すなわち 20-22 歳の若年

層と 58-60 歳の高齢者層を除いたすべての年齢において 15 から 20 ポイント低下、特に

23-32 歳での低下は大きく、ほとんど就業者シェアの変化がなかった女子とは対照的な

特徴となっていた。このような現象は、2010 年頃から農業就業者数の急速な減少と一致

図３． 農村における自営業の就業シェア（％）の変化：2002 － 2018 年

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算
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し、自営業として家族経営の農業に就業していた者が他の雇用形態へ移行したために生

じたと考えられる。

第三に、農村において無給家族として就業していた労働力シェアを 2002 年と 2018 年

について男女別年齢別に見ると図 4 となる。男子については、無給家族としての就業は

2002 年に年齢 20 歳のおいては 38% と大きなシェアを占めたが、年齢の上昇とともに指

数級数的に減少し、30 歳で約 7%、40 歳以上で約 3% となった。2018 年には、20 歳にお

いて 32% で、2002 年の 38% から 6 ポイント低下した。この差は 22 歳まで続いたが、以

後 2002 年水準よりわずかに高くなった年齢層もあるが、40 歳以上になると 2002 年水準

とほぼ差が無くなり、約 3% の水準となった。

女子では、2002 年における無給家族としての就業は 20 歳代では 50% を超えたが、全

体としては年齢の上昇とともに緩やかに傾向的に減少し、60 歳では約 45% となった。

2018 年においては 20-23 歳には約 40％であったが、24-34 歳では 5 ポイント低下し約

図４．農村における無給家族の就業シェア（％）の変化：2002 － 2018 年

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算
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35% となった。35 歳以降においては 37% 程度を維持したが、60 歳で 40% を越える数値

となった。こうした結果、2002 年から 2018 年への下落幅は、20-34 歳で約 20 ポイント

と大幅な低下、35-50 歳で約 10 ポイント低下、51 歳以降では約 5 ポイントであり、ここ

でも 34 歳までの就業者シェアの低下が際立っていた。これは 2002 年から 2018 年にかけ

ての経済発展により女子に対する雇用機会が増加し、無給家族として家庭内にとどまっ

ていた労働力が正規雇用や非農業日雇いとして就業するようになったためと考えられる。

最後は農村男子の非農業日雇いとしての就業の変化見てみよう（図 5）。2002 年には、

20 歳において就業者シェアが約 7％であったが、年齢とともに傾向的に減少し、60 歳で

は 1％未満になってきた。これに対して 2018 年には 20 歳において約 9％と 2002 年より 2

ポイント上昇した。これ以降の年齢では、傾向的に低下していた 2002 年の状況とは対照

的に、40 歳までは 8％から 9％の水準で推移した。その後、年齢とともに傾向的に減少し、

60 歳では 2002 年より 4 ポイント高い約 5％になっていた。

この様にしてみると、雇用形態別の就業者シェアの変化は地域別に見ると男女とも農村

図５．農村における男子非農業日雇いの就業シェア（％）の変化：2002 － 2018 年

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算
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の方が大きく、性別で見ると女子の方が著しく大きくなっていた。雇用形態別に見ると、

男子では自営業のシェアが、女子では無給家族のシェアが大きく減少した。これとは

逆に、男女とも正規雇用のシェアが増加したが、そのうち女子のシェア増加が特に大

きかったことが分かった。

次に、変化が起こっていた年齢を見ると 34 歳までの変化が大きく、それ以降の年齢に

おける変化とは異なっていた。これは第 1 節で述べたように 2008 年からの投資拡大によ

る影響と考えられる。投資拡大により高校卒や大学卒の新規労働力に対する正規雇用とし

ての需要が拡大し、その影響が他の雇用形態の就業者シェアへ波及していったと考えられ

る。⑽

労働力調査からは雇用形態間の労働力移動の状況を解明することができないが、35 歳

以上の年齢においても次のようなことが起こったと考えられる。女子では特に無給家族や

非農業日雇いとして多くの者が就業していたのが、次第に正規雇用の就業機会が拡大する

と、それに就業するようになった。男子については、無給家族や自営業から非農業日雇い

や正規雇用として就業するようになった。この様な雇用形態別就業者シェアの変動はそれ

ぞれの賃金に影響を及ぼすと考えられるため、雇用形態間の賃金格差にどのような影響を

与えたかを次節で考察してみよう。

４．都市男子正規雇用と農村男子農業日雇いの賃金格差

先ず、雇用形態別に年齢に伴う賃金率の変化を見てみよう。図を簡単にするために、

雇用形態のうち代表的な、都市男子正規雇用、都市男子非農業日雇い、都市女子非農業

日雇い、農村男子正規雇用、農村男子農業日雇いの 5 雇用形態の年齢別賃金の変化を見

てみよう。2018 年における年齢 20 歳から 60 歳までを横軸に、縦軸に 1 ヵ月当たりの賃

金（千ルピア）をとり、年齢別雇用形態の賃金を表示したのが図 6 である。図において

都市男子正規雇用の賃金は 20 歳で約 180 万ルピア、30 歳で 270 万ルピアと年齢ととも

⑽　2018 年に 34 歳の者は 2008 年には 24 歳で、高校卒や大学卒として就職活動や転職活動をしてい
た年齢であった。2008 年からの投資拡大により正規雇用の就業機会が拡大すると、その年齢の労働
力が就業機会へと対応していったためである。
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に上昇して、57 歳で 478 万ルピアに達した。しかし、それ以上の年齢では急激に下落し、

60 歳で約 320 万ルピアとなった。

農村男子正規の賃金は 20 歳で都市男子正規より若干低い 170 万ルピアであったが、都

市男子正規と同様に年齢とともに上昇した。しかしその上昇率は都市男子正規より小さく

なっていた。そのため賃金が最も高くなるのは都市男子正規と同じ 57 歳前後であるが、

その額は 340 万ルピアで都市男子正規より 130 万ルピアほど低くなっていた。この年齢を

超えると都市男子正規と同様に急激に下落し、60 歳で約 200 万ルピアとなった。

対照的に都市男子非農業日雇いは 20 歳で約 160 万ルピア、年齢とともに僅かに上昇して、

42 歳で最高の 200 万ルピアに達したが、その後低下し 60 歳で 180 万ルピアとなった。農

図６．都市男子正規、農村男子正規、都市男子非農業日雇い、農村男子農業日雇い、
　　　都市女子非農業日雇いの年齢別賃金（1,000 ルピア）

出所：BPS_a (2018) より計算
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村男子農業日雇いの賃金は都市男子非農業日雇いよりやや低く、年齢とともに都市男子非

農業日雇いとほぼ同じように変化し、60 歳では約 120 万ルピアとなった。都市女子非農

業日雇いの賃金は、ここで分析している 5 雇用形態のなかで一番低く、図示したように年

齢にほぼ関係なく 100 万ルピアをやや下回る水準であった。

これら 5 雇用形態の賃金変動を要約すると、正規雇用の賃金は 55 歳頃までは年齢とと

もに上昇し、都市男子の場合には 55 歳時点の賃金が 20 歳の賃金の約 2.5 倍、農村男子の

場合には約 1.5 倍となった。他方、日雇いの賃金は 40 歳頃まではわずかに上昇しその後

下落するが、概略的に表現すれば、年齢に関係なくほぼ一定であった。このうち最も高い

のは都市男子非農業日雇い、次に農村男子農業日雇い、都市女子非農業日雇いであった。

図の複雑化を避けるためにここでは図示していないが、農村女子農業日雇いの賃金は都市

女子非農業日雇いよりやや低い数値であった。

この様に正規と日雇いを比較すると、20 歳前半頃の賃金格差は小さいが、年齢が高く

なるほど賃金格差が大きくなっていた。そこで年齢とともに拡大する正規と日雇いの賃金

格差が 2002 年から 2018 年までにどのように変化したかを分析してみよう。

先ず、都市男子正規と農村男子農業日雇い賃金格差を計測し、2002 年から 2018 年の

間に賃金格差がどのように変化したかを見てみよう。そのため、2002 年の都市男子正規

の 20 から 60 歳までの年齢別平均賃金を、2002 年の 20 から 60 歳までの農村男子農業日

雇いの平均賃金で基準化する。⑾ 同様に、2018 年についても都市男子正規の年齢別平均

賃金を、2018 年の 20 から 60 歳までの農村男子農業日雇いの平均賃金で基準化する。こ

れら基準化された二つの賃金シリーズを図示したのが図 7 である。これらの数値を比較

すると、2002 年においては 20 歳では 1.9、40 歳では 3.2、54 歳では 6.4 となった。これ

に対して 2018 年には 20 歳では 1.5、40 歳では 2.4、54 歳では 3.2 となり、すべての年齢

において 2002 年の数値を下回っていた。これは農村男子農業日雇いの賃金が 2002 年か

ら 2018 年までの 16 年間に相対的に上昇し、都市男子正規と農村男子農業日雇いの賃金

格差が 2002 年より 2018 年の方が縮小したことを表している。

⑾　図 6 で見たように農村男子農業日雇いの賃金は年齢によりほとんど変化しないため 20 から 60 歳
までの平均賃金を利用した。
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しかし、本台（2019）で見たように学歴により賃金に大きな差があるとともに、図 6 で

も見たように正規では年齢とともに賃金は上昇した。さらに 1990 年代後半以降に高校卒

業後に大学に進学する割合が年々大きくなり（本台 2020）、その結果、正規雇用の学歴構

成が大きく変化してきた。したがって 2002 年から 2018 年間の賃金格差の変化を学歴と年

齢をコントロールして観察してみよう。

このため都市男子正規について、①中学校卒、高校卒、大学卒別に、② 20-24 歳層から

25-29 歳層、30-34 歳層と 5 歳おきに 55-59 歳層までの年齢層別に、さらに③ 2002 年から

2018 年までの暦年別に、学歴別・年齢層別の付表 1 に示すような賃金データを作成する。

他方、農村男子農業日雇いは、図 6 で見たように、賃金は年齢によりほとんど変化しない

ので、年齢層に関係なく 20 歳から 60 歳までの全体を一括りにした暦年別の平均賃金を計

算する。

図７．2002 年と 2018 年の都市男子正規の年齢別賃金をそれぞれの年の農村男子農業日
雇いの平均賃金で基準化した指標

出所：BPS_a (2002, 2018) より計算

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
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次に、上記の都市男子正規の学歴別・年齢層別・暦年別賃金を農村男子農業日雇いの平

均賃金で割り、その比率を年齢層別に作図する。ここでは紙幅を節約するために、年齢

層の中に全ての年齢に大学卒標本が含まれる 25-29 歳層の比率、⑿ 正規雇用の賃金が最も

高くなる 50-54 歳層の比率のみを図示する（図 8）。なお、それら以外の 30-34 歳層から

45-49 歳層までの各年齢層における比率は付図 1 に表示する。

25-29 歳層においては図 8a が示すように、農業日雇い平均賃金に対して、2002 年にお

いては大学卒の賃金は 3.9 倍、高校卒は 2.5 倍、中学校卒は 2.0 倍であった。しかしこれ

らの比率は傾向的に低下し、2018 年には大学卒は約 2.3 倍、高校卒は約 2.0 倍、中学校卒

は 1.7 倍になった。50-54 歳層についても同様な傾向が見られるが（図 8b）、図 6 で見た

ように正規の賃金が非常に高くなっていたため、2002 年には大学卒の比率は 8.5 倍、高

校卒は 4.3 倍、中学校卒は 2.8 倍であった。その後比率は傾向的に低下し、2018 年にお

いては大学卒の比率は 5.0 倍、高校卒は 3.5 倍、中学校卒は 2.2 倍となった。付図 1 に

図示した他の年齢層においても同様に、都市男子正規と農村男子農業日雇い賃金の比率

は年々傾向的に低下してきた。

25-29 歳層と 50-54 歳層の 2018 年における正規雇用・農村男子農業日雇い間賃金格差

を比較すると、25-29 歳層では非常に小さくなってきた。これは 1997-2001 年と 2007-

2011 年に起こった大学就学者数の急増の影響である（本台 2020）。すなわち大学卒の急

増の結果、30-34 歳層以下の大学卒の賃金が相対的に著しく低下し、賃金格差の縮小と

なった。しかし、急増した大学卒の年齢は 2018 年時点ではまだ 35-39 歳層までに達して

おらず、急増による大学卒賃金の相対的低下がこの年齢層まで及んでいないため、その年

齢層以上の賃金格差があまり下がらなかったのである。

ここまでに見てきたように都市男子正規と農村男子農業日雇い賃金格差は縮小してき

た。この主な要因の一つは、農村男子農業日雇い賃金が相対的に上昇してきたためである

（本台 2019）。もう一つの要因は、1999 年以降高校や大学への就学率が急速に上昇し、労

⑿　大学卒業年齢は通常 22 歳から 23 歳であるため、20-24 歳層の中に大学卒の学歴を持つには標本
数が少ない。したがって、大学卒標本数が多くなる 25-29 歳層以降の都市男子正規雇用の学歴別・
年齢層別・暦年別賃金と農村男子農業日雇いの賃金を利用してグラフを作成した。
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図 8a．農村男子農業日雇い賃金で基準化した 25-29 歳層の学歴別都市男子
正規雇用の賃金

出所：BPS_a (2002 ～ 2018) より計算

図 8b．農村男子農業日雇い賃金で基準化した 50-54 歳層の学歴別都市男子
正規雇用の賃金

出所：BPS_a (2002 ～ 2018) より計算

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
―調査個票から見た分析―
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働市場における高校卒や大学卒の供給が増加し、彼らの多くが雇用される雇用形態である

正規の賃金率が相対的に低下してきたためである。特に若年層における大学卒賃金率が急

速に低下してきた（本台 2020）。この様な状況が持続すれば、今後のさらに賃金格差の縮

小が期待できる。

５．おわりに

1990 年代後半の通貨危機後、インドネシア経済は停滞していたが、2004 年頃に通貨危

機以前の経済水準に戻り、それ以降は投資環境の改善による海外直接投資の顕著な増加な

どにより順調に成長するようになった。本稿の目的は、このような時期である 2002-2018

年におけるインドネシア労働市場の構造を分析し、どのような構造変化があったか、さら

にその変化が所得格差に及ぼした影響を考察することであった。

先ず、この期間の考察で分かったことをまとめてみよう。第 1 は、地域別、性別、雇用

形態別の就業者シェアの変化を分析すると、地域的には農村での雇用形態別就業者シェア

の変化が大きかった。これを男女別に見ると、就業者シェアが拡大したのは男女とも正規

雇用で、そのうち特に女子の変化が大きかった。逆に就業者シェアが減少したのは農村男

子では自営業と無給家族であり、女子では無給家族であった。また就業者数は他の雇用形

態より少ないが、農村男子非農業日雇いの就業者シェアも増加した。

第 2 は、都市の就業者シェア変化は、女子正規雇用と自営業の増大、男子の日雇いの増

大であったが、就業者数で見ると女子正規雇用の増大が最も大きくなっていた。

第 3 は年齢別に見ると 20 歳から 34 歳頃までの年齢で就業シェアの増加または減少が特

に大きくなっていた。これは 2008 年から非農業部門における投資が急速に拡大し、正規

や非正規労働力として新規卒業者の就業機会が拡大していたことにより生じた現象である

と考えられる。

最後は、都市男子の大学卒正規、高校卒正規、中学校卒正規それぞれの賃金と農村男子

農業日雇い賃金の格差を年齢層別に見ると、全ての年齢層において格差が縮小してきた。

そのうち特に 25-29 歳層における格差が縮小してきた。これは 1997-2001 年と 2007-2011

年に起こった大学就学者数の急増、これに続く大学卒の急増の結果、30-34 歳層以下の大

学卒の賃金が相対的に著しく低下し、賃金格差の縮小となった。しかし、急増した大学卒
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の年齢は 2018 年時点ではまだ 35-39 歳層までに達しておらず、大学卒賃金の相対的低下

がこの年齢層まで及んでいないために生じた現象である。

計測結果を総合すると、最も重要な構造変化は、農村男女よる正規雇用としての就業者

シェアの拡大、逆に無給家族や自営としての就業者シェアの縮小である。また都市女子の

正規雇用の就業シェア増大も顕著であった。これは次のような労働市場における需給要因

の変化により生じたと考えられる。先ず供給側の要因として、1970 年代には 2.3% であっ

た人口成長率も 2010 年代には 1.1% まで低下したことである。これにより若年層の労働力

供給が次第に小さくなってきている。さらに教育投資への拡充によりこれまでの分析で分

かっているように、小学校から中学校、中学校から高校、さらに高校から大学への進学が

増加した（本台 2020）。すなわち、小学校卒や中学校卒の労働力の供給が減少し、逆に高

校卒や大学卒の労働力の増加となった。

他方、労働力の需要は次のような要因により拡大した。この時期に政治・社会情勢

の安定、為替相場の安定、個人消費の拡大、投資の拡大、国際商品の高騰などにより、

2005 年以降 2019 年まで 5-6% の GDP 成長率を維持した。すなわちインドネシアの経済

状況は際立った安定感があったため海外からの直接投資も順調に伸びて、2014 年には

251 億ドルとインドネシアへ直接投資が流入が始まって以来の最高額を記録し、インド

ネシア経済を高い水準で成長させた。こうした状況により正規雇用としての労働力の需

要は拡大し、それに対して新規卒業労働力、および自営業や無給家族を多く抱えて労働

力供給に余力のあった農村女子の労働力が対応したと考えられる。この様な需要拡大は、

農業日雇いや非農業日雇いの供給源の減少となり、彼らの賃金上昇の圧力として作用し

た。

将来、資本形成や技術進歩により労働生産性が上昇すれば、労働力需要は全体的に上昇

する。労働力の供給側では、各教育課程での進学率の上昇により高校卒以下の労働力供給

は減少するが、逆に大学卒労働力の供給は拡大し、雇用形態間の賃金格差は今よりさらに

縮小すると考えられる。そしてこの傾向が持続すると賃金格差がさらに縮小し、所得格差

が縮小する一要因になると考えられる。

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
―調査個票から見た分析―
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出所：BPS_a (2002 ～ 2018)

付表１．学歴別年齢層別都市男子正規雇用の平均賃金（1,000 ルピア / 月）

【付表】

インドネシアにおける労働市場の構造変化と賃金格差
―調査個票から見た分析―

55



出
所

：
BP

S_
a 

(2
00

2
～

20
18

)

付
図

１
．

農
村

男
子

農
業

日
雇

い
賃

金
で

基
準

化
し

た
学

歴
別

年
齢

層
別

都
市

男
子

正
規

雇
用

の
賃

金

56


